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１９９３年７月 日本工学アカデミー広報委員会

５月２３日から５日間、第８回世界生産性会議がスト

ックホルムで開催され、日本工学アカデミーの代表

として招待されたので、簡単に報告したい。

この会議の主催は、スウェーデン王立工学アカデミー

で、国王陛下もご出席になり、開会のご挨拶の中で

日本の成功について一言述べられ、［Kaizen］と言

う日本語を使われたのには驚いた。また、Ａｙｌｗｉｎチ

リ大統領、Bildtスウェーデン王国首相をはじめ、開

会のスピーカーは豪華絢燭であり、オーディオ、ヴ

ィジュアルを駆使した演出ともあいまって、みごと

に雰囲気を盛り上げた。

参加国は開発途上国は勿論、米国・西欧各国からの
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１．初めに

今回の会議は、工学教育に関連する大学学部長と企

業リーダーが一堂に会して、工学教育を中心に､develop‐
ｍｅｎｔｏｆｉｎｄｕｓｔｒｉａｌｉｎｆｒａｓｔｒｕｃｔｕｒｅｓａｎｄｔｈＰ

ｐｒｏｍｏｔｉｏｎｏｆｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙｔｒａｎｓｆｅｒａｔｔｈｅｉｎｔｅｒ‐

nationallevelを論じ、,N:I互珊解を深めるとともに、

先進洲璽|が途_'二側になにがしかの、貞献を↑j:おうと

いうものである。

ＵＮＥＳＣＯ（UnitedNationsEducational，Science

andCulturalOrganization),ＵＡＴＩ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ

ＵｎｉｏｎｏｆＴｅｃｈｎｉｃａｌＡsｓｏｃｉａｔｉｏｎｓａｎｄＯｒｇａｎｉ－

第８回世界生産1性会議に参加して 日本工学アカデミー理事

冨浦梓

／国際委員会および政策委員会ではユネスコ主催の第３回工学部長（学長）と産業界リーダーの国際会議に日、
本工学アカデミーとして代表を派遣することとし、今井兼一郎政策委員に出席をお願いしました。この会談は

１９８８年に第１回、１９９１年に第２回が開催されましたが諸般の事情で日本からの出〃ｉｆ者がなく、今回日本工学

アカデミー宛に案内が参りましたので、前ユネスコ日本国内委員会委員長の岡村日本工学アカデミー副会長、

、文部省などのご意見も伺った上で国際・政策両委員会で参加を決定、今井会員に出席を依加したものです｡／

１９９３年６月２３日－２５日

パリ、ユネスコビルディング

出席発表が多い中、我国からは東芝佐波｜;'1淡役、キ

ヤノン山路副会長、それに私の他は２名穏陛であり、

多くのスピーチの中で日本の例が引川された期に関

連し、日本からの貢献の少ない事に、些か考えさせ

られるものがあった。

日本からの招待スピーチは何れも好評であり、この

機会をお借りして、ご後援頂いた方々、並びに招待

くださった、スウェーデン王立工学アカデミーに深

甚の謝意を表したい。

(事務局から：富浦理事は同会議において“日本の製

造業における生産性について”という題目で荊祇を

されました、）

UNESCO会議参加報告

日｜Ｎｉ

場所

第３回ＵＮＥＳＣＯ主催ｌｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌＣｏｎｇｒｅｓｓｏｆＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇＤｅａｎｓ

ａｎｄｌｎｄｕｓｔｒｙＬｅａｄｅｒｓに出席して

今井兼一郎
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第３回ユネスコ会議

sations）とＷＦＥＯ（WorldFederationofEngineering

Organization）が協力して開催している。

この会談はＵＡＴＩとＷＦＥＯでＪｏｉｎｔＥｘｅｃｕｔｉｖｅ

Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅを設け１９８９年来運営している。１９８８年

米ｍＯｈｉｏＳｔａｔｅＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙ,１９９１年Parisで開

催され、今回もParisで開催された。１９９２年にｔｈｅ

ＳｔｅｅｒｉｎｇＣｏｍｍｉｔｔｅｅｏｎＨｕｍａｎＲｅｓｏｕｒｃｅｓ

ｆｏｒＴｅｃｈｎｉｃａｌＩｎｄｕｓｔｒｙが設けられて、これらの

会議で出たrecommendationの実施を進めようとし

ている。日本からの参加は今までは全く無く、今回

初めて、一人の参加があった訳で、この関連で万難

を動かしているSteeringCommitteeには当然の甑

として、日本からの参加は今までなかった。

Ⅱ．|jM会式

６月２３日ＵＮＥＳＣＯパリの本部の識堂で、会議議長

ＵＡＴＩのＭ・PierreGiraudetの開会挨拶、それぞ

れの参加組織長の挨拶で始められた。

第１回、２回の会議のRecommendationの結果と

して懸案事項は次の７項目で、今回開会式でその経過

が説明された。

１．姉妹校計画

先進国と途上国の適当な技術系大学が相亙に利維

のあるプログラムで協力する案で、1991年来UNITＷＩＮ

プログラムとして進められている。

２．大学一企業協力

１９９１年会議において、先進工業国と途上腹|でニ

ーズに大きな差異のあることを指摘されている。途

’二国に開発センターの設置を提案された。

3.1具学教育データベース

先進凶と途上似を繋ぐものとして、１９９１ｲド会縦で

［‘γ:教育にデータベース常置を提案している。ＷFEOの教

育洲純愛貝公が提案するよう、SteeringCommittee

か指,戒した。１９９３年委員会でラテンアメリカを手

（２）

始めに、実施することが提案されている。＊

４．設備・教材情#M交換機関

１９９１年会議の結果、設仙教材等の関連情報の交

換中心機関の州1没が要望された。外部財源による|ﾙｌ

設を検討中で溌州がこの様な設置を申し出ている。

５．学位等研究完成

１９９１年会議で途上国工学教育要員の研究援助教

育等は、本人の帰国後さらに、途上国の地域産菜関

連等で考慮すべき点など各幽それぞれにかなり洲,Ｉｉ

の異なることが､'4111ﾘl、今後この点検討を要する。

６．衛星技術利川

衛星利月jにより途上国工学教育従事者に現地で、

大学院程度の教育放送を考えている。米国のNational

TechnologyUniversityとの協力が考えられる。＊＊

７．教育規格Ｅｑｕｉｖａｌｅｎｃｙ

途上国の工学系大学、ことにaccreditationプロ

グラム参力Ⅱ校は教育脱雌の設定、品質維持に当たろ

うとしている。国境を越えての教育Equivalellcy

の解決に当たろうとする動きがある。Steering

Committeeは外部財源による本計画推進を求め

ている。ラテンアメリカなどから始めることを薦め

る。［1］

[l］Jones，Russel“ResultsofSecondInternational

SyｍｐｏｓｉｕｍｆｏｒＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇＤｅａｎｓａｎｄＩn-

dustrialLeaders”〃'z舵γ72”07ｍノ.ﾉｂＺ"“ノＯｆＥ"-

9ﾉ７”eγ伽gEhIzZCα〃Ｏ７２ＶｏＬ８Ｎｏ,１．１９９２

Ⅲ、討論経過

全体会議の他

ａ）大学・研究機関・企業研究機関協力情報網

ｂ）大学・企業の教育訓練協力

ｃ）経済発展と技術者の協力

ｄ）国際協力

ｅ）開発途_'二国の技術訓練

ｆ）技術移極、経験、成功・失敗、将来

の６部'111に分かれてＷｏｒｋｓｈｏｐが持たれた。筆者は

c）部''１に参加した。全休として、理論的談論が多く、

まだ実例に乏しい感じであった。ただBelal･uｓ（Minsk）

の人が放射能蝋耽と蝋蝋技術背･管1M省の教育につ

き生々しい細険からの州背をしたとき、全員厳叫|な

空気となったのは棚めて印象的であった。これら縦

論を取りまとめ|M･'会で下肥のように服告された。

Ⅳ．附会

２５「lのＩＭ･'会の挨拶でＵＮＥＳＣＯのAssistantDirector

GeneralのＭｒ・Ｂａｄｒａｎは会議の取りまとめとして

こう述べている。

５大陸から６０ヵ脈１２６０人が集まり１４０のｐａｐｅｒが

り回、

ｰ、
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読まれた。

この会議の結果として下記の９つのrecommendation

がＵＮＥＳＣＯのＡＣＴＩＯＮとして取り上げられる醜を

求めている。

１．今回会議参加団体の緊密な協力を得て学産協力の

パイロットプログラムを組織する。

２．宇宙衛星利用の継続技術教育を推進する。（遠隔

教育機関と協力）

３．下記の分野を含み、電子メールシステムによるデー

タベース及び情報の配布を国際間、地域|M1で椛築の

実例淵査検討を促進する。

ａ）技術移転単位、技術団地、incubatorを含み成

功（失敗）例

ｂ）ＵＮＩＳＰＡＲ（Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ－Ｉｎｄｕｓｔｒｙ－Ｓｃｉｅｎｃｅ

Ｐａｌ･tnership）のプログラム内で、大学内研究と

企業協力の範囲で協力希望の大学の一覧作成

ｃ）国際協力以前に各国の専門家による各国のニー

ズの明確化を図る。

ラテンアメリカの目下考慮中の二つのデータベース

計画は本計画推進の有効な第一着手と考える。

４．ＵＮＩＳＰＡＲ（Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ－Ｉｎｄｕｓｔｒｙ－Ｓｃｉｅｎｃｅ

Ｐａｒtnership）プログラムのために大学を基盤と

し、企業を構成員として含むＵＮＥＳＣＯを委員長と

する委員会の創設が望まれる。

５．次回の会議に企業参加を盛んにすること。

６．ＵＮＥＳＣＯの技術科学教育資料に基づく学習コー

ス、教育資料の開発のために、国際間専門家による

国際研究所の開設。

７．今会議のproceedings発行以前に、ＵＮＥＳＣＯは

早期に会議レポート‘作成する。

８．ＵＮＥＳＣＯ参加者（過去、未来）のネットワーク

を創成する。

９．国際間、国内、地域間のEngineeringDegree

のequivalencyの検討委員会をＵＮＥＳＣＯ／ＷＦＥＯ

共同委員とし発足させる、等としている。

Ｖ・終わりに

ＵＮＥＳＣＯ／ＵＡＴＩのこの会議の直前にＷＦＥＯの

EngineeringＥｄｕｃａｔｉｏｎａｎｄＴｒａｉｎｉｎｇＣｏｍｍｉｔｔｅｅ

年会が、２１，２２日の二日間パリのＵＮＥＳＣＯ教育部

本館で開かれた。筆者は日本のNationalＭｅｍｂｅｒ

（３）

として出liliWした、日本の遮隔教育、教育関迎データ

ベースのほか、一般馴情について州借した。

表記会縦に於いてはpanel（c）にて“Ｔｈｅｒｅｃｅｎｔ

ｑｕａｌｉｔｙｉｓｓｕｅｓｉｎｔｈｅｆｏｒｍａｔｉｏｎｏｆｅｎｇｉｎｅｅｒｓ

ｉｎＪａｐａｎ”として報告識減した。

ここに述べた瓢は会議の表の邸で、SteeringCom-

mitteeにＭｅｍｂｅｒを送っていない国はいわばその他

大勢でしかぱいという、国際会議の常識のなかで、Ｉ」

本が工業教育において国際社会から疎外されないよ

う、‐|-分な辿挑を保つ要あるを州感した。この為'１

本工学アカデミーは日本として可能な態勢作りをinitiate

する必要があろう。

聞くところでは、ＵＮＥＳＣＯはｈｕｍａｎｒｅｓｏｕｒｃｅｓ

ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔのｋｅｙとしてｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇｅｄｕｃａｔｉｏｎ

ｉｎＳｏｕｔｈＥａｓtAsiaをとりあげる、２年ごとの今回の

様芯会議はこれで終わり、次回は１９９６年産学連携成

功国の日本での開催を考えているとＵＮＥＳＣＯ幹祁か

ら聞いた。

極く最近東大土木卒ＵＮＥＳＣＯ職員背励泰之氏を

EngineeringａｎｄＴｅｃｈｎｏｌｏｇｙＤｉｖｉｓｉｏｎの課長

職に就けた。これは今まで会議で色々と提案されて

も、なかなか実施に移されなかったものが多くあっ

たのを改善すると共に、いかに日本に期待するもの

が大きいかがわかるようである。

日本工学アカデミーの寛容なお取計らいに、深謝す

る。

(筆者註）

＊海外留学生向けに日・欧・米はそれぞれに、かな

り完備したものがあるが、フォーマットなど今後統

一を図る必要有り。日本の担当窓口等と情報交換を

図る、あるいは日本の積極的参加が海外淵学生受け

入れの立場からも望まれる。

＊＊日本の放送大学は学部程度・衛星利用は未定◎文

部省は目下実験中、日本が今年は議長国となるかの

ように聞いている。1987年のタイ、韓国、パキスタン、

スリ・ランカ、インドネシア、インド、香港、イラ

ンなど参加のＡsiaAssociationofOpenUniversity

の活動等アジアにも本活動に関迎深いものがありそ

うに考・えられる。



第３回日本工学アカデミー国際シンポジウム準備状況

既搬の通り日本工学アカデミーでは第３回国際シン

ポジウムを「技術移雌と技術拡散」－過去・現在・

米来一をテーマとして、ｌﾘ]平成６年３月１４日（月）

１５日（火）の両日繊浜で開催すべく鋭意準備中です

が、準備作業は順調に予定通り進行しております。現

在までの進捗状況は次の通りです。

１．組織委員会、実行委員会の編成

組織委員長の猪瀬副会長を中心にして人選した候

ル|iの各位に委員、顧問等への御就任をお願い致しま

したところ、ほぼ全員の方々から御承諾の御連絡を

頂き、あと２，３名の方々について確認の上、１０月

頃には第１回の組織委員会を開催、プログラム等の

御承認が頂けるものと期待しています。

現在中心となって作業している準備委員会は、組

織委員会の正式発足と共に若干強化の上、実行委員

会に移行の予定です。

２．プログラムの編成、誰師への依頼

識師への正式依頼に先立って関係各位の方々の御

協力を得て、現状で考えられる最高の諦師陣を企画、

特に個人的関係をお持ちの会員各位を通じてお願い

申し上げましたところ、２名の方を除き全員直ちに

御快諾頂きました。辞退された２名の方は当方で人

選後、米国クリントン政‘権の国防次官及び国防次官

補に指名され、お２人とも国防省高官の立場では、

当日の出席が確約出来ない事、及び発言に枠がかけ

られる事になるとの理由で辞退されたものです。こ

のお二人の代わりの人選、交渉につきましては、米

国工学アカデミー国際担当理事GeraldDinneen

氏の御協力に負う所が多く、別掲の環境関係のシン

ポジウムも含め、日米工学アカデミーの協力関係が

軌道に乗りつつあるの感を深めました。

御内諾を頂いた講師、パネリストの方々には既に

Ｉｆ１ｌ坊会長名の正式の依頼招待状を差し上げ、プログ

ラム作成、予算確定等に必要なデータの御提供をお

伽いしている段階です。

会員の皆様にはプログラムの内容をMll縦委員会で

伽I淵Ⅲいた後、充分前脳にお知らせ出来るものと思

っております。

！;,Wl1lli、パネリスト等の人選、交渉に御尽ﾉﾉlIiiいた

公ｕの〃々には組織委員会への参加をお願いしてあ

ります。又、この人選交渉については、スウェーデ

ン及びオーストラリアの［学アカデミーにも砿慨的

な伽Ｍﾙﾉ｣をⅢiきました。米ｌｌｉｌｌ:‘紫アカデミーについ

（４）

ては、その概要をＩｎｆｏｒｍａｔｉｏｎＮｏ．３３として皆

様に御紹介I↓'し上げましたが、オーストラリア及び

スウェーデンの工学アカデミーにつきましもて逐次

本紙で御紹介申し上げる予定にしております。

３．会場、会議等の準備状況

会場に予定されている枇浜みなとみらい２１地区

ランドマーク・タワーで開業予定のロイヤルパーク・

ホテルニッコーの建設は順調に進行しつつあり、ラ

ンドマーク・タワーの７月中開鮒、ロイヤルパーク・

ホテルニッコーの９月開業も予態通りで、明年３月

には従業員も相当習熟してくる蝋と存じます。

会議の準備、設営については、２社の見脳りを比較

の結果、神戸での第２回国際シンポジウムのお世話

を頂いた日本コンベンションサービス㈱と契約の事

とし、手続きを終わりました。同社では既にメイリ

ングリストの準備等一部の作業を州始しております。

4．資金、予算

平成３年度から導入された賛助会員制度による収

入を中心に用意しておりました資金を雄礎に、非会

員からの登録料を加えた予算でシンポジウムの経費

を賄う歌にしております。経費のなかで般も大きい

ものが招待講減者、パネリスト等の航空運賃であり、

各位からのご連絡を待って予算を確定していく予定

ですが、シンポジウム終了後発行予定のプロシーデ

ィングスの費用も含め、理事会でご承認頂いた予算

内で実行できるめどがついてきています。

なお、本シンポジウムについて御質問、御意見等

がございましたら、アカデミー事務局気付で専務理

事まで御連絡賜れば幸いです。

再興内通式認砺ｒＯ言お蔵員 EghE¥l6f2q訊制

会 場となるランドマーク・タワー

楓■、

伊~輔
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米国工学アカデミーとの協同事業発進

日本工学アカデミー（ＥＡＪ）はその創立の時から米

国の工学アカデミー（ＮＡＥ）との関係が極めて璽要

であるとの認識のもとに活動して参りましたが、昨

年ＮＡＥから、何かＥＡＪと一緒の事業をやろうではな

いか、また現在の状況から見て環境問題からテーマ

を探してみてはとの申し入れがありました。

ＥＡＪでは地球環境専門部会及び国際委員会がこの

提案を歓迎し、ＮＡＥからテーマのアイデアとして出

されたいくつかの計画について話合い、またＮＡＥの

幹部、担当者等とも意見を交換した結果、ＮＡＥが明

1994年５月に開催を企画しているIndustrialEcology

に関する国際会議に先方と打ち合わせの上、日本側

の寄与すべきテーマを決め、ＥＡＪの代表として、ＥＡＪ

会員の意見も含めた形での発表が出来る会員を派遣

することとなりました。丁度この国際会議の準備会

議の目的も兼ねた本年３月に開催された同趣旨の

Ｗｏｒｋｓｈｏｐに個人の資格で参加することになってい

た植之原国際委員会委員長および参加された他の２名

の会員（国際委員）に調整をお願いしましたところ、

ライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）や蝋境・資洲

的に望ましいプロセス産業のあり方等についての、ｎ

本としての傭報や意見の提示が望ましいとのご紺告

を頂きました。

この進展を受けて再度地球環境専門部会と国際委員

会で本件の取り進め方について話し合って頂きまし

たところ、２つのテーマのうち、ＬＣＡについては追

加の研究・情報も必要でありこの会議参加のために

臨時の委員会を椛成し、この方面の研究を行ってい

る信頼できる他組織の情報も加えＥＡＪ代表の充衣荷

を援助する事になりました。また、この委貝会でデー

タの取りまとめの作業をして頂くために特に地球邸

境専門部会の第１ＷＧに幹事を１名増員（植村勝氏）

することとなりました。

ＥＡＪとしてこのような試みは初めてのことですが、

日米アカデミー協力の最初の試みの一つとして成功

を期待しています。なお、この臨時ＮＡＥ理境会議協

力委員会のメンバーは以下の通りです。

委員長

委員

植之原道行

秋元勇巳

市川惇信

内田盛也

下郷太郎

清山哲郎

得田与和

臨時ＮＡＥ環境会議協力委員会

(国際委員会委員長）委員三井恒夫（国際委員会委員）

(国際委員会委員）米田幸夫（地球環境専門部会１ＷＧ）

(国際委員会委員）桜井宏

荒井弘通＊(地球環境専門部会ｌＷＧ１ｌｉ↑とl;）

(地球環境専門部会副部会長）山口務＊（〃）

(地球環境専門部会部会長）枠事植村勝＊（〃

(地球環境専門部会３ＷＧ）＊非会員

諸外国工学アカデミーの紹介

会員各位より諸外国の工学アカデミーの紹介をニュースに柵

戦して欲しいとの希望が多数寄せられて来ておりますので、馴

務局としても外国アカデミー、特にCAETSのメンバーアカデ

ミーの紹介の準備を進めて参りました。アメリカの_'二学アカデ

ミーについては特に希望が強く、またニュースの記那でご紹介

する腿艇では不充分と思われましたので昨年１０月にColglazier，

Harrisの両氏を招いて談話サロンで識城していただき、その内

（５）

容をInformationNo.３３として会貝各位に配布しましたことは

伽IfMI〈の辿りです。今号から各凶のアカデミーの|俄史と｣ﾘｌｌ状に

ついてデータの人手できるものからllIiにおｌｌｌｌけすることとし、

今Iijlはオーストラリア・アカデミーを御紹介lllし|是げます。こ

の紹介はオーストラリア・アカデミーのﾘ１務励から人派した|ﾙ１

柵を桜井が棚訳したものですが、|,Iil有橘詞には災縞を入れてお

きました。伽参拷になれば幸いです。



オーストラリア技術科学･工学アカデミー

ＱｑＦＦ

会長：ＳｉｒＲｕｐｅｒｔＭｖｅｒｓ

オーストラリア技術科学

･_正学アカデミー（Austr-

alianAcademyofTech-

nologｉｃａｌＳｃｉｅｎｃｅｓ

ａｎｄＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ）は、

服式にはオーストラリア

技術科学アカデミー

(AustralianAcademy

ofTechnologicalSci-

ences）として１９７６年

２月にメルボルンで発足

した。応用科学アカデ

ミーの職想は、１９６０年ミーの構想は、１９６０年代の末期に産業界の研究所長

の非公式な団体であったオーストラリア産業研究グ

ループ（AustralianIndustrialResearchGrｏｕｐ

－ＡＩＲＧ）が当時国防省の主席科学官を引退したばか

りであったビュートンマン（ＷＡＳＢｕｔｅｍｅｎｔ）博

士によって提案されたこのような考え方を研究する

ために少人数の委員会を任命したことに始まる。

この委員会では当初1954年に勅許状(RoyalCharter）

によって組織されたオーストラリア科学アカデミー(Aus-

tralianAcademyofScience-ＡＡＳ）の応用科学

部門としての設立案が有力であった上、この案の支

持者もあったが、アカデミーの憲章や会員（Fellows）

選出に科学論文の出版に重点を置き過ぎていること

などがこの案を取り上げない理由になったようであ

る。その後この委員会はスウェーデンとアメリカの

工学アカデミーの組織と運営方法を含む事情を研究

し、科学アカデミーとも協議した上、１９７２年１１月

に独立したアカデミーが必要である旨ＡＩＲＧに報告

した。ＡＩＲＧはこの考え方に同意し、ビュートマン博

士ほか５名からなるこの委員会を発展的に応用科学・

工学･技術アカデミー設立委員会（SteeringCommittee

forAnAcademyofAppliedScience，Engineering

andTechnology）として再発足させた。

この段階で多数の有力な産業界の指導者とも相談の

後、委員会は当時ブロークン・ヒル持株会社の会長

雅総支肥人であったイアン･マクレナン（IanMcLennan）

川に新アカデミーの会長就任を要請した。伺卿のlIil

獣にll1えて、Ｓｉｒの称号を持つモービー（Ｍａｕｒｉｃｅ

Ｍａｗｂｙ）、ハドスン（ＷｉｌｌｉａｍＨｕｄｓｏｎ）、ホラン

ド（JohnHo-lland)、コノリー（WillisColmolly)、

ワーク（ＩａｎＷａｒｋ）各氏が熱烈な支持と激励をし

（６）

てくれたので、この委員会は企画の仕訓をいくつか

の重要学会の会長と相談しながら継統した。

１９７４年７月４日に臨時委員会と多数の招請された

人たちの会合で、マクレナン卿を評議委員会の会長

に、ファラー博士（KTHFarrer）とウォーナー博士

(HKWorner）をそれぞれ執行委員会の委員長と名誉

秘沓役とする評議員会〈Council）と執行委風会（Ex-

ecutiveCommittee）を選出した。財務、会貝及び疋

款等（MemorandumandArticleofAssociation）

起草のための各委員会も同時に設立された。１９７５年

３月１２日に評議員会は（新アカデミーの）名称を、オー

ストラリア技術科学アカデミー（AustralianAcademy

ofTechnologicalSciences）とし、会員（Fellows）

の称号をＦＴＳとすることに決定した。１９７５年７月１５

日に評議員会は３１名の有力な応用科学者や技術者を

加え、合計64名を創立会員（FoundationFellowship）

とした。法人設立申請が１９７５年１１月６日認可され、

１１月２１日に開催された創立会員総会でマクレナン卿

を会長に、ファラー博士を副会長に、ホランド川を

名誉財務役に、又ウォーナー博士を名誉秘普役に選

出した。

アカデミーは1976年２月２４日、連邦科学大臣、ビ

クトリア州首相、オーストラリア科学アカデミー会

長などの有力者の列席の下にメルボルンで創立式を

行い、アカデミー最初の名誉会員として当時雨オー

ストラリア州の知事であったマーク・オリファント

(MarkOliphant）卿を推挙した。こうして設立さ

れた新アカデミーは、積極的な活動を開始した。初

期に行われた仕事の中には「オーストラリアの技術

の現状」と題する包括的な報告書や、１９７７年１０月

に行われたエネルギーについての全国招待シンポジ

ウムなどがある。このエネルギー・シンポジウムは

その後のアカデミーの‘恒例事業のパターンとなり、国

として重要な広汎な諸問題、即ち土地と水資源（1978)、

鉱物資源（1979)、食樋（1980)、製造業の資離（1981)、

'陥送と通信（1982)、オーストラリアの天然繊維の展

塑（1983)、コンピュータとその応１Ｍ技術（１９８４)、

自然災害（1985)、防衛科学と技術（1986)、技術と

輸出（1987)、開拓地での生活一ＣＡＥＴＳ総会（1988)、

マレー・ダーリング盆地（MurrayDarlingBasin）

(１９８９)、輸送と環境（１９９０)、オーストラリアの眺

争力一技術の枢要な役割（１９９１)、技術の'11界性一徹

城と可能性（１９９２）を扱ってきた。

アカデミーは連邦と州の政府に対し助言と助力を与

えることにも活発に活動した。特に彩秘ﾉJの大きか

った２つのレポート、即ち「オーストラリアのための

一貫

声､
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ハイテク事業の開発」（エスピー（Espie）報告）及

び「オーストラリアのための宇宙政策」（マディガン

(Madigan）報告）は、科学技術大臣の特別の要請

によって作成されたものである。何年にも亘ってア

カデミーは広く利用された小冊子「オーストラリア

技術に於ける革新」を出版してきた他、もう一つの

主な出版物「オーストラリアの技術1788-1988」は

1988年のオーストラリア２００年祭のために作成され

たものである。１９８７年１月にオーストラリアの工学

協会〈InstitutionofEngineers）の代表との長

い討論の末、アカデミーの名称がオーストラリア技

術科学・工学アカデミー（ＡｕｓｔｒａｌｉａｎＡｃａｄｅｍｙ

ｏｆＴｅｃｈｎｏｌｏｇｉｃａｌＳｃｉｅｎｃｅｓａｎｄＥｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ）

と変更されたが、アカデミーの略称のＡＴＳと会員称

号のＦＴＳは変更しないことになった。１９８８年にアカ

デミーはその目的と運営方法を再検討するため、フ

ランク・エスピー（FrankEspie）卿を委員長とす

る委員会を結成し、その勧告を１９９０年の総会で承認

し、その目的や組織を大幅に変更した。アカデミー

創立当初は毎年選出される会員（Fellow）は１２名ず

つで、現在は３５名ずつであり、現在の総会員

(Fellowship）は４１３名で４つの大きい会員グルー

プに緩やかに分けられている。即ち、

新入会員の紹介

－応用物理科学及び技術

一応用生物科学及び技術

一工学

一経営、開発及び有力者（Ｌｅａｄｅｒｓｈｉｐ）

その創立以来アカデミーは次第に州レベルでの政府

との交流を深め、現在ニュー・サウス・ウェールズ、

ビクトリア、クイーンズランド、南オーストラリア、

西オーストラリアの各州及びオーストラリア首都地

域に活動している支部がある。各州、地域別の会員

数は、オーストラリア首都地域４２名、ニュー・サウ

ス・ウエールズ１２１人、クイーンズランド３８名、北

方地域２名、南オーストラリア３４名、タスマニア５

名、ビクトリア１３３名、西オーストラリア３１名、海

外７名である。

マクレナン川は１９８３年にアカデミーの会長職を退

任し、“創立時会長”（ＦｏｕｎｄａｔｉｏｎPresident）の

称号を与えられ、会長IMIはザイドラー（DavidZeidler）

卿（１９８３－８８)、及びマイヤース（RupertMyers）

卿（１９８９－現在）と引き継がれている。

初期のアカデミーの歴史については、第９回招待シ

ンポジウムのプロシーディングスに含まれているマ

クレナン卿によるアカデミー第７回年次波説、“ＡＴＳ

･－１０年回顧”に詳しい。

第１分野

第２分野

第３分野

第４分脚

第５分野

節６分野

節７分野

三浦宏文

斎藤孝基

山田郁夫

山Ｉ崎舜平

津田靖久

阿部明腰

相淫益男

(及川洪
ささく

雀沓Ⅱ博之

曽我直弘

柳田博明

牧英二
ひろし

及Ill洪

(津11]靖久

鮫島職年

松井好

東京大学工学部教授

東京大学工学部教授（工学部機械工学科）

三菱電気㈱技術研修所所長

㈱半導体エネルギー研究所代表取締役社長

日産自動車㈱即事、技術開発企画室主管

東京工業大学教授（工学部高分子工学科）

東京工業大学教授（生命理工学部）

第３分野再掲）

理化学研究所生体高分子物理研究室主任研究員

京都大学教授（工学部）

東京大学教授（工学部工業化学科）

㈱日処設計取締役社長

東北大学教授（工学部材料物性学科）

第１分野iIj:褐）

協和メデックス㈱H1談役

立教大学教授（社会学部産業関係研究所）

(以ｋ１４名）

（７）
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談話サロン開催予定

第５４回談話サロン

日時平成５年９月６日（月）１８：00～２０：００

場所弘済会館東京都千代田区麹町５－１

ＴＥＬＯ３－５２７６－０３３３

識師児玉文雄氏

埼玉大学大学院政策科学研究科教授

日本工学アカデミー理事

演題「米国大学で日本技術論を講義して」

第５５回談話サロン

日時平成５年１０月７日（水）１８：00～２０：００

場所弘済会館東京都千代田区麹町５－１

ＴＥＬＯ３－５２７６－０３３８

論師内田孟男氏

国際連合大学学術審議官

演題「国連大学における産業、技術に関連した研究活動」

日本工学アカデミー事務局御案内

（８）

第５６回談話サロン

日時平成５年１０月２９日（金）１８：00～２０：００

場所弘済会館東京都千代田区麹ＩＵＪ５－１

ＴＥＬＯ３－５２７６－０３３３

識師伊丹敬之氏

一橋大学教授

演題「日本の産業技術の将来」

編集後記

先般行なわれた総選挙の結果の報道を視聴しなが

ら、江戸時代の明和～天明年間に、後に田沼時代とい

われるほど権勢を誇った老中田沼意次が追放され、そ

の後、老中主座についた、白河藩主だった松平定傭が、

政治倫理と政治改龍を標傍して行った寛政の改並とい

う変転の史実を改めて学びました。当時に比べ国民の

政治意識がはるかに高まっているとはいえ、選ぶこと

の難しさを痛感致します。

政治､経済の動揺にも拘らず､当アカデミーは､賛助

会員や個人正会員のご支援、ご協力の下に、国際活動

をはじめとして、今年度も一層、事業の進展にむけて

逆逃しております。

木号では、第８回世界生産性会議およびユネスコ会

議への出席報告をはじめ、国際シンポジウムの進捗状

況およびＮＡＥとの共同事業等についてお届け致しま

す。

また､新人会員をご紹介致しましたが､今後、当会の

ますますの質的向上と拡大のために、会員の皆様、一

人でも多くの当会会員としてふさわしい方々 をご推臆

暇きたいと存じます。（編集-Ｆ）
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